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人口減少や高齢化に伴い，住民自らが主体的に地域の課題を解決する必要性が高まっている．課題を解

決するための主体として，近年，地域運営組織の設置が進んでいるが，持続的な活動を行うための運営方

法に懸念がある組織も存在する．本研究では，大山町の地域運営組織を対象として，組織の活動を評価す

る．具体的には，組織の活動記録と構成員の発言録を用いてテキスト解析を行い，その結果を地域住民の

アンケート調査と比較することで，組織の外部と内部から，これまでの組織の活動を評価した．組織のこ

れまでの活動内容が住民の生活への満足度に寄与している可能性が示唆された一方で，個々の委員の関心

が組織の活動に反映されていない可能性も示唆された． 
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1. はじめに 

人口減少や高齢化に伴い，住民自らが地域の特性・資

源を生かして主体的に課題を解決する必要性が高まって

いる．まち・ひと・しごと創生総合戦略 1)では，課題解

決への具体的な施策の一つとして，中山間地域等におけ

る「地域運営組織」形成の推進しており，平成 32 年ま

でに，地域運営組織の形成数を 3000 団体とすることを

目指している．ここで，地域運営組織とは「地域の生活

や暮らしを守るため，地域で暮らす人々が中心となって

形成され，地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践

する組織．具体的には，従来の自治・相互扶助活動から

一歩踏み出した活動を行っている組織」を指す 2)．本稿

では，本定義に従い市民団体や地域自主組織を含めて，

地域運営組織と呼ぶこととする． 

鳥取県の大山町 A地区は，平成 24年に，地域住民に

よる自主的な地域づくりの組織を設立した．組織は遊休

施設を活動の拠点とし，地域住民の交流，高齢者の健康

支援，子どもの学習支援，歴史・文化の継承を目的とし

た 5つの部会がそれぞれ活動を計画し実行している．当

初，地域運営組織のモデル事業として，住民の交流拠点

となることを目的に設立されたが，現在「地区内の住民

の利用が少ない」，「今後の活動に不安がある」といっ

た課題を抱えている．このような「住民ニーズの把握」

や「担い手の育成」といった課題は，地域運営組織を対

象としたアンケート調査でも指摘されている 3)．今後の

地域運営組織においては，組織の量的な拡大のみならず，

組織運営手法の確立といった，組織の質の向上も重要で

ある．地域運営組織が持続的な活動を行うためには，運

営上の課題を把握し，改善案の立案・実施・検証を行う

必要がある． 

地域運営組織を対象とした研究は数多くあるが，中で

も組織の継続的な活動に関する研究として次が挙げられ

る．田邉ら 4)は，NPOや法人格を持たない市民団体にお

いて，中心的に活動している主体を対象にアンケート調

査を実施し，継続的な活動に対する課題を定量的に分析

している．また，伊藤・森本 5)は，社会資本整備事業に
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対する市民参加や市民主体の活動に関して，建設コンサ

ルタントや行政に対しアンケート調査やヒアリング調査

を行っている．さらに，運営方法に着目した研究には次

が挙げられる．古川 6)は経営診断の観点から，地域の活

動を評価するために必要な要素と手順を整理している．

また宮田・山中 7)は，コミュニティ計画の取り組みと，

関係者の人物プロファイリングに基づき活動の成果と課

題を整理している． 

地域運営組織を対象とした研究では，関係主体に対し

アンケート調査を行うことで，定量的に課題を把握する

ことが試みられている．さらに，伊藤・森本のように，

計量テキスト分析を適用した例もある．計量テキスト分

析は，地域や組織に蓄積されたテキストデータの傾向や

特徴を定量的に整理できる点において有用である． 

そこで本研究は，地域運営組織の活動を評価するため

の手法を提案することを目的とし，経営学のフレームワ

ークを援用し，組織の内部と外部から組織の活動を評価

することを試みる．アンケート調査を実施するのみでは

なく，組織の活動を記録した会議の議事録と，組織の構

成員である委員らに対する個別のヒアリング調査で得ら

れたテキストデータを分析する．分析より，活動の変遷

や，組織の集団としての活動方針と，組織を構成する各

委員の認識の違いを把握し，より詳細に組織の活動を評

価することができる． 

 

 

2. 本研究の基本的な考え方 

 

企業の経営戦略を決定する際に用いられるフレームワ

ークに SWOT分析がある 8)．分析では，まず組織が保有

する資源，すなわち内部の環境に着目し，強み（長所）

と弱み（課題）を明らかにする．次に組織を取り巻く外

部の環境に着目し，機会（追い風）と脅威（向かい風）

を明らかにする．そこで，地域運営組織の活動を評価す

るために，住民と組織の構成員をそれぞれ，組織の「外

部環境」と「内部環境」と位置づけ，(A)住民，(B)組織，

(C)構成員の 3 つの主体間の関係を明らかにする（以下，

それぞれを A，B，C と略す）．住民の関心，組織の活

動内容，委員の関心の類似度を算出し，組織の外部と内

部の関係を評価する．外部のみならず，内部との関係を

検証することにより，複数の観点から活動の評価を行う

ことができる． 

A，B，C それぞれについて，住民を対象としたアン

ケート，組織の定例会議における議事録，組織の委員へ

のヒアリングからデータを収集する．ここで，B では議

事録の文書に対して，C ではヒアリングの発言内容に対

して，計量テキスト解析を行う．統計学的な解析手法を

用いることで，組織の活動内容や委員の関心の変化，意

見の共通点・異なる点を視覚的・定量的に明らかにする

ことが可能である．さらに，A，B，C 間の類似度を算

出し，各主体の認識の違いを明らかにする．図 1に分析

の概要を示す． 

まず，Aと Bの関係について，アンケートで得られる

住民の関心やニーズと，議事録から得られる組織の活動

内容の距離 lABを算出する．住民の関心やニーズと組織

の活動が近い／遠いのかということが明らかになる．距

離が大きい場合，組織の活動が住民の関心に対応してい

ない可能性があると評価する． 

次に，Bと Cの関係について，議事録の文書とヒアリ

ングの内容の距離 lBCを算出する．組織の活動と各委員

の関心が近い／遠いのかということが明らかになる．距

離が大きい場合，委員の関心が組織の活動に反映されて

いない可能性があると評価する．このように組織の内部

からも評価を行う． 

最後に，Aと Cの関係について，アンケートで得られ

る住民の関心やニーズとヒアリングの内容の距離 lACを

算出する．住民のニーズや関心と各委員の関心が近い／

遠いのかということが明らかになる． 

 

 

3. 分析手法 

 

(1)  住民へのアンケート調査 

住民に対し，生活状況や組織の提供するサービスに関

するアンケート調査を行う．地域運営組織は，生活サー

ビスの支援を期待されていることから，住民の生活を

「買い物」，「交通」，「高齢者」，「子育て」，「医

療・健康」，「教育・文化」，「交流・イベント」，

「安全」の 8つの項目に分類し，それぞれの満足度を 5

段階（満足 5点，やや満足 4点，ふつう 3点，やや不満

2点，不満 1点）で尋ねた．これらの分類については，

既存の調査を参考とした 9)．質問内容の概要を表 1に示

B. 議事録
（組織）

A. アンケート
（住民）

組織の外部

C. ヒアリング
（構成員）

組織の内部

組織の活動と各委員の関
心が一致しているか
（内部との関係の評価）

組織の活動が住民のニー
ズや関心と一致しているか
（外部との関係の評価）

各委員の関心が住民の
ニーズや関心と一致してい
るか（評価の補足）

 

図1 分析の概要 
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す．組織が提供するサービスの利用の有無と，生活の満

足度の関係を明らかにし，組織を外部の視点から評価す

る． 

 

(2)  会議議事録の分類 

組織の会議議事録に対して計量テキスト分析を適用し，

各年度において会議で議論された項目を抽出することで，

組織の活動内容を明らかにする． 

議論の内容を i個の項目に分類し，議事録における項

目 iに関する文書 diを抽出する．ここで，iは上記(1)の 8

つの項目とする．文書の分類と抽出には，テキスト解析

ソフト KH Coder のコーディング機能を用いる 10)．この

機能では，文書を分類するためのルールをテキストファ

イルに適用すると，ルールに基づき文書を自動的に分類

し，抽出することができる．例えば，I にア，イ，ウの

語を登録すると，3 語のうち，いずれかが文書内に含ま

れれば，その文書に Iというコードを与えることができ

る．ここで，8 つの項目に関して，各コードに含まれる

単語を下記に基づいて設定する．設定した単語を表 2に

示す． 

 項目 i の名称に出現する単語群，単語を分解した単

語群と文字群 

 項目 i の説明文に出現する単語群，単語を分解した

単語群と文字群 

 組織が提供するサービスの名称に出現する単語群，

単語を分解した単語群と文字群 

 サービスの説明文に出現する単語群，単語を分解し

た単語群と文字群 

コーディングによって，項目 iごとに分類した文書を，

議事録が作成された年度 kごとにクロス集計する．同一

の文書が複数の項目 i に分類される場合，項目の数で 1

文書を除した値を文書数として集計する．その後，年度

k における，8 つの項目に振り分けられた文書数の合計

Dkに対する，項目 i，年度 kの文書数 dikの割合 pikを算出

する． 

 

 

k

ik

ik
D

d
p   (1) 

 

これより，各年度の議事録で，相対的に多く議論された

項目が明らかになる． 

 

(3 ) 委員へのヒアリング調査 

組織の委員に対してヒアリング調査を行い，その発言

録に対して計量テキスト分析を適用する．各委員が発言

した項目を抽出することで，委員の関心を比較する． 

ヒアリングにおいて，対象者が一度話し始めてから次

に聞き手が発言するまでを 1発言と定義する．(2)と同様

に，発言数に対してコーディングを行う．同様のコーデ

ィングルールを用い，項目 iごと，発言者 hごとに発言

を分類し，クロス集計する．同一の発言が複数の項目 i

に分類される場合，項目の数で 1発言を除した値を発言

数として集計する．その後，発言者 hにおける，8つの

項目に振り分けられた発言数の合計 Uhに対する，項目 i，

発言者 hの発言数 uihの割合 qihを算出する． 

表1 アンケート調査の設問 

1. 回答者の属性について 

・性別，年齢，住まいの集落，職業，家族構成，普段の移動手段 

2. 日常生活について 

・地区での生活満足度 

下記①から⑧の8つの項目を5段階（満足5点，やや満足4点，ふつう3

点，やや不満2点，不満1点）で評価する． 

① 買い物（食糧品や日用品の買い物など） 

② 交通（勤務先，学校，病院，買い物先までの移動） 

③ 高齢者（65歳以上の方の暮らしやすさ，介護など） 

④ 子育て（0歳～18歳の子どもの育児や子育て） 

⑤ 医療・健康（通院，健康づくり，スポーツ大会など） 

⑥ 教育・文化（学習塾，習い事，美術展，図書の貸出しなど） 

⑦ 交流・イベント（地域の人と交流する場，地域の行事） 

⑧ 安全（防災対策や，地域の防犯対策など） 

3. 組織が運営する施設との関わりについて 

・施設について知っているか 

・施設が行っているサービス，活動について知っているか 

・施設を知ったきっかけ 

・施設の利用頻度（頻度により「利用者」と「非利用者」に分類） 

表2  各項目のコーディングルール 

1. 買い物 

買い物，食糧品，日用品，買，食糧，日用 

2. 交通 

交通，勤務先，学校，病院，買い物先，移動，通，移，動 

3. 高齢者 

高齢者，65 歳以上，暮らしやすい，介護，高齢，齢，介，護，65

歳，暮 

4. 子育て 

子育て，0歳，18歳，子ども，育児，子，児 

5. 医療・健康 

医療，健康，健康づくり，通院，スポーツ大会，医，療，健，

康，院，スポーツ，大会，健康づくり体操教室，救急医療情報キ

ット，配布，体操教室，体操，教室，体，救急，情報，キット，

救 

6. 教育・文化 

教育，文化，学習塾，習い事，美術展，図書，貸出し，教，文，

化，学，習，塾，学習，美術，展，展示会，定期的，工芸品，展

示，お宝探し，歴史，文化資料，定期，工芸，お宝，資料，キッ

ズ，学習室 

7. 交流・イベント 

交流，イベント，人，場，行事，流，交流サロン，食事，お茶，

コンサート，夏祭り，開催，部屋利用，申請，部屋，サロン，

食，茶，祭 

8. 安全 

安全，防災対策，防犯対策，防災，防犯，対策，防，犯，災 
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h

ih

ih
U

u
q   (2) 

 

これより，各委員の発言で，相対的に多く言及された

項目が明らかになる． 

 

(4) 各データの類似度の算出 

a)  住民の分類 

類似度を導出するために，k-means 法によるクラスタ

ー分析を適用し，住民を複数のグループに分類する．k-

means 法は，決められたクラスター数でデータを分割し，

最適分割となる分割方法を探索する手法である 11)． 

まず，クラスター数 kを任意で決定し，対象データの

中からクラスターの中心点をランダムに k個決める．対

象データは，住民，項目 i についての生活における満

足度の点数 xiを住民の満足度の点数の合計 Xで除した

相対満足度 riである． 

 

 





X

x
r i

i   (3) 

 

次に，項目 iごとの，クラスターの中心点 riaと各デー

タ ribの差の二乗和を算出し，クラスターの中心点 raと

各データ rbのユークリッド距離 lを導出する． 

 

    



8

1

2

i

ibiaba rrrrl  (4) 

 

ユークリッド距離 l に基づいて，各データを最も近く

にあるクラスターの中心点に割り当て，クラスター内の

データの重心を新たなクラスターの中心点にする． 

 

 



m

ii r
m

v
1

1



  (5) 

 

これを繰り返し，クラスターの中心点が変化しなくな

ったら終了する．この操作により，各データを最適なク

ラスターに分ける． 

b) 類似度の算出 

各主体間の類似度は，ユークリッド距離より算出する．

lAB，lBC，lACの導出に関しては，式(6)，(7)，(8)に示す．  

 

  



8

1

2

i

ikigAB prl  (6) 

 

  



8

1

2

i

ihikBC qpl

 

(7) 

 

  



8

1

2

i

ihigAC qrl

 

(8) 

 

lABが大きい場合，住民の満足度と組織の活動内容は

乖離していると評価する．lBCが大きい場合，組織の活

動内容と委員の関心は乖離していると評価する．lACが

大きい場合，住民の満足度と委員の関心は乖離している

と評価する． 

 

 

4. 結果  

 

(1) 住民の分類 

鳥取県大山町A地区の 442世帯に対して，地域運営組

織に関するアンケートを実施した．調査期間は，平成

28年 10月 25日から 11月 28日までとし，質問紙の構成

は，単一回答と複数回答を含む選択式の設問と自由記述

 

図2 利用者と非利用者別の満足度の平均値（n=100） 

 

図 3 利用者の施設利用の目的(n=41) 
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式の設問とした．配布の方法は，各集落の区長による全

戸配布とし，回収の方法は郵送とした．アンケートの回

収率は，34.6% (n=153)であった．満足度を尋ねた設問に

ついて，完全な回答を得られたサンプル 100件を対象に

分析を行った．  

回答者を組織が提供するサービスの利用者と非利用者

に分類し，満足度の平均値を比較した結果を図 2に示す．

平均値に対し t 検定を行ったところ，「交流・イベン

ト」についてのみ，利用者と非利用者で満足度の平均値

に有意な差があることが確認された（p=0.038）．また，

施設の利用者(n=41)の利用目的の割合を集計した．その

結果を図 3に示す．「食事・喫茶」，「展示品」，「イ

ベント」など，「交流・イベント」に関する目的が多い

ことが明らかになった． 

さらに，利用者と非利用者それぞれについてクラスタ

ー分析を行った．クラスター数 2と設定し，利用者と非

利用者を合わせて 4つのグループに分類した．それぞれ

のサンプル数は，利用者第 1グループは 33，利用者第 2

グループは 8，非利用者第 1グループは 19，非利用者第

2 グループは 40 である．各グループの相対満足度を算

出した結果を図 4に示す． 

 

(2) 議事録の分析 

組織は，平成 24 年 9月より月に一度程度，定例会議

を開催し，議事録を作成している．平成 24年 9 月から

平成 28年 3月までの合計 55個の議事録を分析対象とす

る．文数は 4195，段落数は 3030 であった．ここで，1

つの段落を 1文書と設定した．コーディングによって分

類した文書をクロス集計し，文書数の合計 Dkに対する

項目 i に関する文書数 dikの割合 pikを算出した．その結

果を図 5に示す．定例会議では，「交流・イベント」に

関する文書の割合が大きいことが明らかとなった．平成

24 年度には，「交流・イベント」の割合が特に大きい

が，次第に「教育・文化」と「医療・健康」に関する文

書の割合が増加していることが確認された．平成 27 年

度には，「医療・健康」，「教育・文化」，「交流・イ

ベント」に関する内容が，同程度の割合で議事録に記録

されていることが分かる． 

 

(3) ヒアリング内容の分析 

組織の委員 15 名に対してヒアリングを実施した．各

委員の役職または所属する部会を表 3に示す．ヒアリン

グの期間は，平成 28年 7月 14日から平成 28年 8月 10

日までとし，ヒアリングの時間は，1人当たり 30分～90

分とした．主に，設立当初に組織に期待したこと，組織

についての現在の認識，これからの組織に期待すること，

の 3点を質問した．コーディングによって分類した発言

をクロス集計し，発言数の合計 Uhに対する発言数 uihの

割合 qihを算出した．結果を図 6 に示す．多くの委員が

「交流・イベント」について言及していることが明らか

になった．委員 5，委員 10，委員 11 は「子育て」につ

いて，委員 4や委員 8は「医療・健康」について，委員

7 は「教育・文化」について，多く言及していることが

明らかになった．表 3より各委員の所属と発言数の割合

を比較すると，所属する部会に関する内容について特に

言及したと考えられる． 

 

図4 利用者グループと非利用者グループの相対満足度

（%） 

 

図5 文書数の合計に対する各項目の文書数の割合（%） 

表3 各委員の役職または所属する部会 

委員 役職・部会 委員 役職・部会 委員 役職・部会 

1 会長 6 健康 11 子ども 

2 副会長 7 歴史 12 事務局 

3 健康 8 健康 13 若者 

4 健康 9 交流 14 若者 

5 歴史 10 健康 15 健康 
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(4)  類似度の算出 

距離 lAB，lBC，lACを導出した結果を図 7，図 8，図 9に

示す．図 7から，組織と回答者（住民）の距離は，設立

時の平成 24年度が最も遠く，平成 27年度が最も近くな

っていることが分かった．図 8から，組織と各委員の距

離は，平成 27年度が最も遠く，平成 24年度が最も近く

なっていることが分かった．図 9では，利用の有無やク

ラスターによる住民と各委員の距離の差はみられなかっ

た． 

 

 

5. 考察 

 

(1) 組織の活動について 

住民アンケートに関して，「交流・イベント」の項目

で利用者と非利用者の満足度に有意な差があることが明

らかになった．住民の「交流・イベント」の満足度に対

しては，組織の活動が寄与している可能性が示唆された． 

議事録の分析結果より，組織が「交流・イベント」の項

目について議論を重ねたり，施策を講じたりしてきたこ

とが示唆された．住民の「交流・イベント」に関する満

足度は，組織が特に力を入れて議論し施策を講じてきた

項目について，一定の成果が出ているものと評価できる． 

また，「教育・文化」の項目に関して，年を経るごと

に文書数が増加していること，住民アンケートから，

「教育・文化」の満足度が低いことが分かっている．こ

のことから，住民の求めているものと，今後委員が力を

入れていく可能性のある項目が一致しているのではない

かと考えられる． 

ヒアリングの分析結果より，委員個人についても「交

流・イベント」に関心が強い人が多いことが明らかにな

った．また，図 2より住民は「教育・文化」の満足度が

低いことが明らかになった．「教育・文化」に関して他

の項目よりも多く言及している委員が存在することから，

その委員の意見を共有し，今後の活動に活かすことも推

奨される． 

 

(2) 主体間の関係について 

設立時から年が経つにつれて，住民の満足度と組織の

活動の距離が近づいていることから，組織の活動が住民

の要望に対応してきている可能性があり，組織の活動が

 

図 8 議事録の文書数の割合とヒアリングの発言数の割合の

距離 

 

図 9 回答者の相対満足度とヒアリングの発言数の割合の

距離 

 

図6 発言数の合計に対する各項目の発言数の割合（%） 

 

図7 回答者の相対満足度と議事録の文書数の割合の距離 
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安定化していると推測できる．図 5より，近年の議事録

では，「教育・文化」と「医療・健康」について多く議

論されているため，「教育・文化」と「医療・健康」に

ついて，住民の要望に沿った運営が期待できる．それに

対して，組織の活動と各委員のアイデアや関心は年が経

つにつれて，遠くなっている．このことから，設立時の

平成 24 年度は，委員のアイデアや関心を活動に反映さ

せながら，活動の方針や内容を検討していたと推測され

る．活動の期間が長期化したことに伴い，活動の方針や

内容が硬直し，委員のアイデアや意見を取り入れる余白

が少なくなっている結果，限られたニーズにしか対応で

きず，利用者が固定化されているものと推測できる． 

以上より，組織は今一度，各委員の意見を出し合い，

組織の活動の方針や内容を再構築することも大切である

と考えられる．また，利用者を増やすためには，住民の

関心に応えている活動はそのままに，拾えていないニー

ズを補足する活動の方針を立てる必要がある． 

 

 

6. おわりに 

本研究では，地域運営組織の現状を組織の外部の面と

内部の面から評価するために，住民へのアンケート調査

と，組織の会議議事録，委員のヒアリングの発言録に対

する計量テキスト分析を組み合わせた分析を行った． 

組織の設立時から現在までに，組織の活動が住民の満

足度に近づいていることが明らかとなった．しかしなが

ら，組織の活動と各委員の関心やアイデアは現在までに

遠ざかっていることが明らかとなった．組織のこれまで

の活動内容が住民の生活への満足度に寄与している可能

性が示唆された一方で，個々の委員の関心が組織の活動

に反映されていない可能性も示唆された． 

今後の課題としては，議事録とヒアリング内容を分類

する際に，どの項目にも分類できない文書が多く生じた

ことから，文書を分類するための手法の改善が挙げられ

る．また，経営戦略のためのフレームワークは数多く存

在することから，これらを地域運営組織の評価に適用す

るための手法の開発も挙げられる． 
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